
2014年の滋賀県の新設住宅着工戸数

年間着工戸数は前年比▲23.5％の8,429戸

あれこれ
県内データ

　国土交通省が発表した2014年（１～
12月）の全国の新設住宅着工戸数は、消
費増税の影響などにより、前年比▲9.0％
の89万2,261戸となった。　
　滋賀県は同▲23.5％の8,429戸で、３
年ぶりに減少。全国より落ち込み幅が大
きかった。過去50年間では高度成長期
の1965～67年に次いで４番目に少な
く、平成に入ってから（89年以降）では最
低となった。また、居住専用建築物の工
事費予定額は1,474億円で、市場規模は
ピークの96年（3,411億円）の半分以下
まで縮小した。
　利用関係別※では、給与住宅の32戸（前
年比＋10.3％）を除き、持家（4,219戸、同
▲25.2％）、貸家（2,531戸、同▲12.2％）
分譲住宅（1,647戸、同▲33.0％）で減少

した。特にウェイトの高い持家は、前年から
大幅な反動が表れた。
　これに対し、さまざまな対策がみられ
る。14年度補正予算で、省エネ性能を満
たす住宅の工事に商品やサービスが付
与される「省エネ住宅ポイント制度」がス

タートした。また、住宅ローン減税やすま
い給付金制度も19年６月末まで延長さ
れることとなった。
　住宅産業は裾野が広く、県内景気への
影響は大きい。人口減少局面に入ったと
いわれる滋賀県において、今後の動向が
注目される。

（（株）しがぎん経済文化センター 中村 雅臣）

消費増税の影響大きく、平成以降で最低

※用語の説明（利用関係）
　持家…建築主が自分で居住する目的で建築するもの。　貸家…建築主が賃貸する目的で建築するもの。
　分譲住宅…建て売り又は分譲の目的で建築するもの。　給与住宅…会社、官公署、学校等がその社員、職員、教員等を居住させる目的で建築するもの。

滋賀県の新設住宅着工戸数の推移（1965年～2014年）
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資料：国土交通省「住宅着工統計」、滋賀県「建築着工統計」

滋賀銀行 常務取締役

児玉 伸一

　年が変わり早くも草木萌ゆる３月を迎えました。年度替りの時期

として、2014年度の仕上げと2015年度のスタートに向けた準備の

時期です。景気動向も円安による輸出の回復、原油安効果に加

え個人消費も堅調であり、持ち直しの局面から好循環の兆しが

見えはじめてきました。

　このような情勢が地方や中小企業にも広がっていくのかが課

題でありますが、グローバル化の中で米国の利上げ問題や欧

州のデフレ化、中国の成長鈍化や原油安によるロシアをはじめと

した新興国経済への影響等、不安要因も考慮しなければなりま

せん。

　一方、社会環境面においては、海外では中東諸国における「イ

スラム国」問題に代表されるいわゆる地政学リスクの高まりが、国

内においては少子・高齢化の影響が各方面で深刻化していくこ

とが予想され、不確実性は増すものと考えられます。

　地方経済の活性化には中小企業の成長発展が必要なことは

申し上げるまでもありませんが、厳しい経済環境に不透明感が重

なり将来展望が描きにくい時ほど、将来指針を明確に定め、目標

の達成に「拘り」（=あきらめないこと）つづけることが大切です。一

方、拘りつづけるためには経営資源の集中という観点から明快な

「割切り」が必要です。まさに「選択と集中」であります。お取引先

のパートナーとして、また地域金融機関の使命として引き続き創業

支援、成長支援、再生支援に全力で取り組んでいきます。

「拘り」と「割切り」
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※JGAP認証／Japan Good Agricultural Practiceの略。農林水産省が導入を推奨する農業生産工程管理手法の一つで、食の安全や環境保全に取り組む農場に与えられる認証

野菜からフルーツになった「朝恋トマト」
　「ご近所におすそわけしたらみんな絶賛です」「他のが食べられなくな
ります」など、お客さまからよろこびの声が届く「朝恋トマト」。作っている
のは近江八幡市の浅小井農園株式会社だ。農園の地下20mの湧き水
を使用し、愛情いっぱいに育てられたトマト。減農薬、減肥料など商品の
安全性にもいち早く取り組み、県内第１号のJGAP認証※農場になった。
　そんな「朝恋トマト」の主力商品が、ミディトマトだ。ミニトマトより大
きいピンポン玉ぐらいの中玉トマト。ひと口でも食べられる手軽さな

がら、しっかりとした食べ応えが人気だ。太陽の光をトマトの葉に十分
に当てることでフルーツのような甘さを実現し、温度、湿度、CO₂など
はコンピューター制御で管理している。甘味と酸味の絶妙なバランス
はレストランのシェフなどプロの料理人にも好評だ。
　もう一つの人気商品が、ドライトマト。ミディトマトの規格外品をスラ
イスし、電気温風機でじっくり乾燥させてうま味を閉じ込めている。そ
のまま食べても、料理に合わせてもおいしい濃厚な味わいだ。

■本社／近江八幡市浅小井町972
■設立／2008（平成20）年 
■代表／松村 務
■従業員数／８名
■事業内容／トマトの栽培、加工、販売
■問い合わせ先／TEL：0748-43-0550
■URL／http://asagoi.jp/
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浅小井農園株式会社 
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CSR私募債「つながり」で社会貢献
～第１号贈呈式を草津小学校で開催～

　当行は２月18日、CSR私募債「つながり」※の発行第１号
贈呈式を開催し、日本観光開発株式会社様のCSR私募債
発行を記念して、草津市立草津小学校ヘプロジェクターを
１台寄贈しました。
　この私募債は、発行金額の0.2％相当額を当行が拠出し、
国公立学校等に図書やスポーツ用品など「子供たちの学び
や成長を応援する物品」を寄贈するもので、西日本の地方
銀行では初めての取り扱いとなります。
　贈呈式では、大野取締役営業統轄部長が「地域の企業さ
まと子供たちにより深い“つながり”が生まれ、子供たちの成
長に役立てばと願います」と趣旨を説明。
　寄贈を受けた川端校長は「子供たちは電子黒板やタブ
レットでの学習に親しんでいる。プロジェクターの活用でさ
らに教育環境の充実に努めたい」と抱負を話されました。
　また、本私募債は取扱開始から１月末までに７社のご利
用があり、発行総額は９億８千万円、寄付は196万円相当

に上っています。
　当行は、これからも次世代を担う子供たちの健全な育
成のため、地域社会と子供たちとの「つながり」を応援して
まいります。

※CSR私募債「つながり」／財務内容等の適格基準を満たし、しがぎん琵琶湖原則
（PLB）に基づき、当行独自の環境格付「PLB格付」にて一定の水準を得られた企
業かつ地域社会への貢献に賛同いただける企業が発行される私募債。発行企業
に対してはPLB格付に応じて金利を優遇しています。

左から、草津市立草津小学校 川端校長、日本観光開発株式会社
南社長、吉武会長、当行 大野取締役営業統轄部長、青木草津支店長
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